
役員等報酬および費用弁償規程 

 

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人 春風と太陽（以下「法人」という。）の理事、監事及び評

議員（以下「役員等」という。）の報酬および費用弁償に関する事項を定める。 

 

（報酬） 

第２条 法人の役員等に対して報酬を支給する。ただし、役員等が職員である場合は、これを 

支給しない。 

２ 前項の報酬の額は、実務を行った場合に限り、日額３，０００円とする。 

３ 前１項の規定にかかわらず次の各号の一に該当する場合は、必要な期間、支給を延期又

は減額することがある。 

（１） 法人の財源に不足が生じた場合。 

 

（報酬支払方法） 

第３条 役員等の報酬は、現金で実務を行った日に支払う。 

 

（費用弁償） 

第４条 役員等が、理事会、監事会、評議員会またはその他の会議に出席するため、あるいは法

人の業務のために旅行したときは、その費用を弁償する。 

２ 費用弁償額は、役員等の居住地から計算し、職員の旅費規程に準じて、交通費の実費額と

する。但し、理事会、監事会、評議員会への出席については一律５００円とする。 

３ 日当および宿泊料は、職員の旅費規程（管理監督者の項）に準じて支給する。 

 

（退任慰労金） 

第５条 退任役員等に対する退任慰労金の金額は、次の基準に在任期間の年数を乗じて算出し

た金額とする。 

（１） 理事長 

在任期間１年につき  ６０，０００円 

（２） 業務執行理事 

在任期間１年につき  ３０，０００円 

（３） 理事、監事 

在任期間１年につき  ２０，０００円 

（４） 評議員 

在任期間１年につき  １０，０００円 

 ２ 在任期間の計算は、役員等就任日を起算として、１年に満たない端数月は６ヶ月以上の

ときは切り上げ、６ヶ月未満のときは切り捨てるものとする。 

 

（支給方法） 

第６条 退任慰労金は、役員等を退任した時点において、現金にて支給する。 

 

（控除） 

第７条 退任慰労金の支給にあたり、法定の源泉税及び退任役員等が法人に対して負担する債

務があるときは、その額を控除する。 

 

（改正） 

第８条 この規程の改正については、評議員会の議決を要する。 

 

 



   付 則 

この規程は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２９年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成３１年 ４月 １日から施行する。 


